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コミュニティ活動の支援

（２） 地域づくり補助金活用団体数

（２）コミュニティ活動の活性化支援
・ 各コミュニティ組織及び活動への支援を継続し、活動の活発化を促進します。
・ 地域づくり補助金制度の周知及び有効活用により、コミュニティ推進協議会や自治
会、町内会等が実施する自主的・主体的な活動を支援します。

人的支援として、各コミュニティ推進協議会の事務局担当制度により市
職員2名を配置し、また財政支援として、各種行事に対する補助金を交付
しました。　地域づくり補助金に関して制度説明や活用団体の交流会を
開催しました。あわせて、活動事例の動画を作成し、動画配信を行いま
した。地域づくり補助団体が、自立できるように促すような仕組みづく
りが必要であります。
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目標値
(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度令和４年度

●成果指標

団体 55 46 27

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

地域住民が、地区の特性や課題を十分に把握・理解したうえで、地域の将来像を共有し、まちづくりを推進していくことが、より地域の活性化につながると考
えます。引き続き、多様な主体による相互の連携や行政との協働によるまちづくりを推進していきます。

(2) 地域活動事業 市民協働課
市民にとって身近な補助制度として確立されるよう周知に努めるととも
に、市民が活用しやすい仕組みづくりについて他自治体等を参考にしな
がら調査・研究していく必要があります。

現状維持

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

％

●施策目標に対する市民満足度 単位
現状値

(平成29年度)

15.5

目指す方向性

➚

中間値
(令和４年度)

16.9

単位
現状値 各年度の実績値

施策コード 基本目標 【協働・行財政】市民と行政がつながり、共につくるまち

６ ６ 施策目標 コミュニティの強化

第２次総合計画施策評価シート《令和４年度分》

SDGs
連携分野

（１）コミュニティ意識の啓発と人材育成
・ 地域のコミュニティ活動の情報提供や、情報交換会の開催などを通じて、リーダー
の育成や新たな人材の発掘を支援します。
・ 広報誌・パンフレットなどを活用して、コミュニティ意識・自治意識の高揚を図る
とともに、市民の地域活動への自主的な参加や相互協力を促進します。

「新しい生活様式を取り入れた地域活動」及び「自治会・町内会加入加
入促進ガイドブック」により、安心・安全な自治体活動に向けて情報発
信を行いました。しかしながら、地域コミュニティのリーダーの育成や
新しい人材の発掘については、取組ができておりません。

市民協働課

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップ
を活性化する

目指すべきまちの姿 様々な地域コミュニティ組織が活躍し、住民互助への意識が高まり、誰もが地域の活動に積極的に参加しています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課 評価
【ＣＨＥＣＫ】

C

市民協働課 B



事業Ｎｏ

(2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

地域活動事業 市民協働課 市民協働グループ 令和5年7月18日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

自治会、町内会、ボランティア団体

ＮＰＯ、グループ、コミュニティ推進協議会

基本計画

6 【協働・行財政】市民と行政がつながり、共につくるまち 重点施策

6 コミュニティの強化

2
コミュニティ活動の活性化支援

地域活動事業

基本目標

施策目標

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市地域づくり補助金交付要綱

弥富市学区（地区）コミュニティ推進協議会補助
金交付要綱

事業の開始・
終了

平成18

様々な地域コミュニティ組織が活躍し、住民相互への意識
が高まり、誰もが地域の活動に積極的に参加し、地域住民
自らが地域の課題に主体的に取り組むことで、まちの活性
に繋げることを目的とします。

年度 終了年度 令和10 年度

自治会、町内会及び各コミュニティ推進協議会の運営に際
し、地域づくり補助金制度により支援します。

開始年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

0

内訳
（具体的な内容）

コミュニティ推進協議会
補助金(再掲）

地域づくり補助
金（再掲）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

(補助額)

2,350

15,350

令和４年度

15,350

0

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

コミュニティ推進協議会
補助金(再掲）

地域づくり補助
金（再掲）

方向性

現状維持

課長意見

市民にとって身近な補助制度として確立されるよう周知に努めるとともに、市民が活用しやすい仕組みづく
りについて他自治体等を参考にしながら調査・研究していく必要があります。

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

コミュニティ推進協議会
補助金(再掲）

地域づくり補助
金（再掲）

13,000

2,350

26

評価の結果

人口減少、少子高齢化の時代を迎え、人々のニーズや地域課
題は複雑、多様化しています。地域の課題を自らの問題と捉
え解決するためには、主体的に解決に取り組む地域活動団体
やＮＰＯ等の活動が重要です。市民との協働のまちづくりを
推進するためには、地域の様々な担い手の主体的な活動を最
大限に尊重するとともに、行政による資金面の支援が求めら
れています。

対象経費について、補助金を適切に使用しているか確認する
ため、団体の代表者等が申請者の際に事業内容や経費の使途
等を聞き取りをしたり、実績報告書において当該事業を行っ
た結果に対する効果検証等について報告を受け確認を行って
おります。

地域が抱える問題を行政だけで解決することは困難です。市
民や、ＮＰＯ団体と連携してまちづくりを行うため、引き続
き市が実施する必要があります。

地域活動事業は、総合計画におけるコミュニティの強化に必
要な事業であり、コミュニティ活動の活性化支援に繋がりま
す。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

項目

指標の分析

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

事業費
（直接経費）

1,037 13,000

事業費
（直接経費）

コミュニティ推進協議会
補助金（再掲）

地域づくり補助
金（再掲）

3,858

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

事業費
（直接経費）

13,000

(補助額)

令和３年度（実績）

(補助額)

(補助額)

15,350

令和10年度

合　　　計

2,350

令和５年度（計画）令和４年度（計画）令和３年度（計画）

令和５年度 令和５年度

(補助額)

必要性

効率性

妥当性

施策への貢献度

(補助額)

4,895

令和２年度

0

コロナの終息が見込めない状況下で、各団体ともそれぞれの事業を行えるよう模索しながら補助金の申請は行いましたが、
感染拡大のリスクが払拭できず、やむなく申請を取り下げる団体もいくつかあったものの、事業規模の縮小や参加人数の制
限等を行うなどの工夫をしながら活動を行うことができた団体も多数ありました。

(平成29年度) 令和元年度

65

令和３年度

（２） 地域づくり補助金活用団体数

事業内訳

団体 55 46 27 26 60

0


